
評価調査結果要約表

1．案件の概要

国名：ベトナム
案件名：水環境技術能力向上プロジェクト
分野：環境管理
援助形態：技術協力プロジェクト
所轄部署：ベトナム事務所
協力金額（評価時点）：709百万円
協力期間：（R/D）2003年9月10日
2003年11月1日～2006年10月31日
先方関係機関：ベトナム科学技術アカデミー
日本側協力機関：環境省
他の関連協力：個別専門家派遣

1-1 協力の背景と概要

ベトナムにおいてはドイモイ改革以降急速な経済発展が続いており、経済成長率は、1990年代を通
じて7.4％、それ以降も7％弱の高水準にあり、当分、この高成長率が続くと考えられている。一方、
高成長率を支える急激な工業化は、工場より排出される廃棄物・排煙・排水等による深刻な環境汚染
をもたらし、環境問題は政府のみならず、国民側からも注目され始めている。これら環境問題の中で
も水質汚濁に関しては、特に都市部の急激な人口集中による生活排水の増加や、未処理の産業排水の
増加により、生活用水源の地下水が汚染されたり、洪水時に汚水が水路より溢れ出て、衛生状態の悪
化をもたらすなど深刻な問題を引き起こしている。河川汚染度の指標であるBOD値は、例えばハノイ
では25～45mg/l、ホーチミンでは20-150mg/lという非常に高い値を示し（日本で最も汚染度が高
いと言われる綾瀬川でも平均6.4mg/lである）、深刻な汚染状況が明らかになっている。これに対し
政府は、1993年に環境保護法を整備、95年に環境基準を再整備したが、モニタリングを行うための
技術や施設等が不足している。このような背景のもと、ベトナム政府は水質をはじめとした環境保全
分野の経験が豊富な日本に対し、水質分析・汚水処理分野の技術向上及び環境管理能力向上を目的と
した技術協力を要請してきた。

1-2 協力内容

（1）上位目標

ベトナムにおける水環境保護に係る能力が向上する。

（2）プロジェクト目標

水環境の保全に係るベトナム科学技術アカデミー（VAST）の機能が向上する。

（3）成果

成果1：水質モニタリングの実施及び分析手法の開発に係るVAST研究者の能力が向上する。

成果2：排水処理に必要な適正技術の開発と応用に関係するVASTの研究者の能力が向上する。

成果3：中央及び地方の組織に対して水質モニタリング・排水処理に係るトレーニングを実施する
VASTスタッフの能力が向上する。

成果4：VAST研究者が天然資源環境省（MONRE）及び関係組織の環境保護活動に対して貢献する。

（4）投入（評価時点）

日本側：

長期専門家派遣 6人



短期専門家派遣 11人
研修員受入 26人
機材供与 367,647千円
ローカルコスト負担 53,807千円
その他 288,375千円

ベトナム側：

カウンターパート配置 144人
機材購入：排水処理施設（化学処理）、薬品等消耗品、小額機材
土地施設提供：プロジェクトスペース、専門家執務室
ローカルコスト負担 現地通貨62億2200万VND

2．評価調査団の概要

調査団：
日本側
団長／総括 升本 潔 国際協力機構 地球環境部環境管理グループ長
環境管理 今井 千郎 国際協力機構 国際協力専門員
水環境技術 前田 泰昭 ベトナム国天然資源環境省政策アドバイザー
評価分析 大石 美佐 アイ・シー・ネット株式会社
ベトナム側
団長 Mr.Nguyen Gia Lap VAST国際協力部
団員 Ms.Le Thi Hai Le 天然資源環境省 環境アセスメント部
団員 Ms.Le Thi Hoai Nam VAST化学研究所

調査期間：2006年5月28日－2006年6月10日
評価種類：終了時評価

3．評価結果の概要

3-1 実績の確認

（1）プロジェクト目標

2005年10月から、独自のモニタリング計画に基づき、月次モニタリングを4地点（河川2地点、湖沼
2地点）で実施して技術を開発しており、モニタリング技術の向上に貢献している。その過程で得ら
れた知見は、水質モニタリングマニュアル等に盛り込まれている。今後、プロジェクト終了までに、
計画、サンプリングから評価にいたるまでの一貫した水質モニタリング標準手法を開発し、MONREに
モニタリング報告書として提出する予定である。

また、プロジェクトにより検査機器が充実してきたVAST（IET：環境技術研究所）に調査を依頼する
機関や助言を求める機関が、増加傾向にあることや、人材育成の重要性がC/Pに十分理解さ
れ、VAST（IET）が積極的に研修を実施していることなどより、目標達成度は高いといえる。

（2）成果

（1）12の主要分析機器に関して、VAST（IET）スタッフはその分析技術を習得した。C/P機関
は、独自のイニシアチブで、分析機器ごとにワーキンググループを作り、専門家の支援を受けなが
ら、機器の構成や機能、測定原理や操作方法に関する研究を深め、その結果を研究レポートにまと
めている。現在までに、12の主要分析機器全てについてこの研究レポートが作成されている。そ
の内容の一部は、VAST内部プロジェクト評価委員会に報告され、VASTの審査を終えている。ま
た、現在、ベトナムでは、多くの機関においてモニタリング手法が統一されておらず、モニタリン
グ結果の測定手法に問題があるため、その手法の標準化を測ることが急務となっているが、本プロ
ジェクトでは、環境基準項目ごとの標準分析手法（Standard Operation Procedure（SOP））案
や水質モニタリングマニュアル案が作成され、VAST（IET）スタッフの能力の向上に貢献してい



る。現在、31ある表流水の環境基準項目のうち18項目に関しSOP案の作成が終了している。

（2）2006年3月末、VAST構内にVAST内で発生する排水を処理する施設が完成し、試運転に
入った。この排水処理施設は、プロジェクトで作成したVASTの排水処理マスタープランに基づい
ておりており、VASTの排水処理システムは段階的に改善されているといえる。この新しい排水処
理施設の基本設計は、VAST（IET）の研究者自身が行っている。また、プロジェクトが供与した9
つの排水処理実験装置のうち7つの装置について、VAST（IET）スタッフがプロセス技術を学ん
だ。これに併せて、現在、プロジェクトでは排水ガイドランを作成している。残り2つの排水処理
実験装置は、VAST構内の排水処理施設が定常稼動に入った後に発生する余剰汚泥を使った実験に
使用する予定になっている。結果的に、排水処理施設の稼動が遅れたため、技術移転が若干遅れて
いるが、現在、その排水処理施設が試験稼動に入ったことから、数ヵ月後には2つの実験装置を利
用した実験も開始できる見込みである。さらに、VAST（IET）は、5つの排水処理に関する調査を
受託し、調査・設計を行った。その過程では、上述の実験装置による排水処理データが積極的に利
用されている。このように、VAST（IET）の研究者自身による排水処理施設の設計や、その後の
排水処理実験装置に関する技術習得を通して、この分野でのVAST研究者の能力は向上したといえ
る。また、同装置を使用した研究が多くの論文にまとめられ、一部が学会に報告されている事実
は、VAST（IET）スタッフの能力向上を端的に示している。

（3）現在、VAST（IET）のスタッフによって、水環境管理コースに関して5部、水質モニタリン
グ・分析コースに関して10部、排水処理技術コースに関して16部の計31部の研修資料が作成され
ている。これらの資料は、プロジェクトで習得した知識や知見を基に、講師をするVAST（IET）
のスタッフ自身が作成したものである。一つの研修資料を数人で作成している場合もあり、研修資
料を作成したスタッフの数は、24人（延べ28人）に及ぶ。ラボラトリーでの説明を含め講義を
行ったスタッフ数は33人（延べ39人）であった。また、環境管理を実際に行う上でもっと重要な
機関は、全国64省にある天然資源環境部（DONRE）であり、主な研修対象はDONREスタッフだ
が、プロジェクトでは、64のDONREを対象に調査を行い、DONREのニーズの把握に努めた。その
調査をもとに、カリキュラム（第一版）を作成し、研修に反映させている。また、プロジェクトで
は、このカリキュラムを基にDONREの研修プログラム案を作成して、天然資源環境省（MONRE）
に提案していく予定である。このように、目標数以上の研修資料とニーズに基づいたカリキュラム
が作成されている。また、実際の研修参加者数も当初計画を大幅に上回るものであ
り、VAST（IET）スタッフ、特に中堅クラス以上の者の水質モニタリング・排水処理に関するト
レーニング実施能力は、十分に向上したといえる。

（4）種々の調査や助言については、MONREをはじめ地方自治体などからの求めに応じて実施され
ている。また、病院や民間企業の排水処理についても、コンサルティングやエンジニアリングサー
ビスが実施されている。さらに、環境分野を支援している他のドナー（デンマーク、スイス）から
も技術支援の引き合いを受けている。加えて、プロジェクトの活動を通して、いくつかの水質環境
基準項目について、ベトナムの現状を反映していない数値が採用されていることが分か
り、VAST（IET）よりMONRE、MOSTに対し、これらの基準の変更に関する意見書を出した
（General Department of Standard and Quality, Ministry of Science and Technology ：
No.285/VCNMT, September 14,2005）。ただし、最も重要な貢献目標である水質モニタリング
手法や標準分析手法（SOP）の導入に関する提言までには至っていない。本プロジェクトの終了時
点までに提言の準備を整える予定となっている。

3-2 評価結果の要約

（1）妥当性

ベトナムの国家開発計画や環境政策との整合性

経済成長と工業化が急激に進み、環境の悪化が懸念されるベトナムにおいて、環境保全は政府にとっ
て重要な課題となっており、国民の関心も高い。政府は、『国家環境保護戦略2001～2010年』
（MONRE：December 2003）で環境分野への取り組みを強化することを表明している。『天然資源
環境省5ヵ年計画（2006-2010）』（MONRE：December 2005）も水質改善に取り組むことを明
示しており、水環境改善の重要性が広く認識されている。国家計画に相当する第8次社会経済開発



五ヵ年計画（2006-2010）（Five-Year Socio-Economic Development Plan （2006-2010）,
Ministry of Planning and Investment, March 2006）でも、「持続可能な発展を保障する3つの軸」
として「経済」「社会」「環境」を挙げており、環境は持続可能な発展の一要素と認識されている。
以上から、本プロジェクトのベトナムの開発戦略や環境政策との整合性は高い。

他ドナー援助との整合性

環境分野への支援を行っている援助機関は多いが、本プロジェクトは、国の環境管理技術の発展を担
うVAST（IET）への技術協力という特徴を持っており、他機関の援助との棲み分けが出来ている。ま
た、一方で、地方で環境行政を担っている機関へのアプローチが重要であるという認識から、本プロ
ジェクトでは、積極的に地方の環境行政官へのトレーニングを実施しているが、このアプローチ
は、CIDAやユニセフといった他の援助機関も採用している有効なアプローチの一つである。

ターゲットグループ選定の妥当性

上位目標達成のためには、まず、環境管理技術の分野で国家の中心的な役割を果たしている研究機関
が、信頼性の高い高度な水質分析能力を獲得することが必要であり、上位目標と整合している。ま
た、VAST設置令（Government Decree No.24/2004/ND-CP）によると、VASTは、中央政府直轄
の国家機関として国の自然科学研究と技術開発の発展を担うとともに、技術の普及と、技術の利用に
貢献することが求められており、プロジェクトを実施する機関として適切である。VAST（IET）は、
環境管理に関する技術の研究・開発だけでなく、コンサルテーションなどの技術普及、学位授与等の
機能を有しており、プロジェクトを通して得られた技術・知見を広める方法を持っている点も特筆に
値する。VAST（IET）は、MONREはもとより、他省庁や付属研究機関、大学、民間企業等から信頼性
の高い機関として認知されており、その影響力は大きく、かつ多岐にわたる。このようなことか
ら、VAST（IET）のターゲットグループとしての選定は妥当であった。

日本の開発課題、援助重点分野との整合性

水質汚濁分野を含む環境汚染対策は、日本の環境協力の中でも一貫して主要な重点分野として位置づ
けられている。1997年の国連環境開発会議において、日本は、「21世紀に向けた環境開発支援構想
（Initiative for Sustainable Development toward the 21 Century：ISD）」を発表し、この中で、
水問題は重点事項の一つとして扱われている。

このように、全般的に本プロジェクトの妥当性は高いと判断できる。

（2）有効性

プロジェクト目標の達成度と成果の貢献

プロジェクトの成果は、概ね達成されつつあり、プロジェクト目標であるVASTの水環境技術能力向
上はプロジェクト終了までには、ほぼ達成されるであろう。しかしながら、成果品である標準分析手
法や水質モニタリングマニュアルの質の面では、今後も改善が必要であり、プロジェクト終了時まで
の課題といえる。また、これらの成果は、広くMONRE、MOSTに導入を呼びかけていく予定である
が、これもプロジェクト終了時までの課題といえる。これらの課題への取り組みが十分なされれば、
プロジェクトの有効性はさらに高まると考えられる。また、プロジェクト期間中にベトナム政府の環
境改善に関する施策が強化され、その施策を実施しなければならないDONREをはじめとする地方自治
体職員の環境管理能力の向上が重要な課題となった。この点に関しては、プロジェクトで、DONREに
対しニーズ調査を実施し、ニーズに即した研修や技術コンサルテーションを実施することで対応して
おり、プロジェクトの有効性は高い。さらに、今後は、有効性を確保する上でも、ベトナム政府の環
境改善に関する施策強化に伴って、MONREを初め、MONRE付属の研究所等、関連機関との具体的な
環境活動に向けてのさらなる関係強化、連携強化が重要になってくると考えられる。

その他の貢献要因

環境問題に対する意識が高まる中の時機を得た技術協力だったという事実や、VASTという知名度と
安定性の高い、国を代表する研究機関を対象としたこと、また、C/P個々人の能力の高さや技術習得



に対する積極性は、成果達成、さらにはプロジェクト目標達成に貢献したと考えられる。

以上の点から、プロジェクト終了まで若干の課題は残るものの、本プロジェクトの有効性は概ね高い
と判断できる。

（3）効率性

専門家の不在期間があったことや機材調達に時間がかかったのは事実である。実際、供与機材の現地
調達に関しては、購入予定機材の多くが輸入品であったため、資金規模が小さく、経験の少ないベト
ナム国内の業者が、入札に迅速に対応し、かつ計画通りに納品することは非常に難しい状況にあっ
た。しかしながら、調達段階でC/P機関が機材について調査・研究し、必要性を認識した上で受入準
備を進めたことは、配備後の維持管理・補修体制をとる上でかえって有利に働いたといえる。

機材の種類や数に関するC/P側の満足度は高く、使用頻度も高いといえる。機材の納入に関しては、
実験室の準備など納入までにやるべき準備作業が多かったため、C/P側から遅れに対する不満は聞か
れなかった。また、専門家の投入に関しては、水質分析の主要物質のいくつかに関して、専門の短期
専門家の投入をさらに望む声が聞かれた。

日本人専門家の不在や、機材の調達に時間がかかり、当初、プロジェクトの効率性に問題があったこ
とは事実である。しかしながら、3年という期間で目標が概ね達成される見込みであり、C/P個々人の
能力の高さや技術習得に対する積極性が、効率性の確保に貢献したと考えられる。

（4）インパクト

種々の調査や助言が、MONREや地方自治体などからの求めに応じて実施されており、すでに、ター
ゲットグループ以外への波及効果が出始めている。例えば、プロジェクトで実施されたトレーニング
には、全国64省のうち25省のDONREの環境管理官が参加しており、C/Pによる講義・実習を受けて
いる。また、病院や民間企業の排水処理についてもコンサルティングが実施されている。さらに、プ
ロジェクトの活動を通して、いくつかの水質環境基準項目について、ベトナムの現状を反映していな
い数値が採用されていることが分かり、VAST（IET）はMONRE、MOSTに対し、これらの基準の変更
に関する意見書を提出している（General Department of Standard and Quality, Ministry of Science
and Technology ： No.285/VCNMT, September 14,2005）。ただし、最も主要な貢献目標である
水質モニタリング手法や標準分析手法（SOP）の導入に関する提言やDONREに対するトレーニングプ
ログラムに関する提言までには至っておらず、本プロジェクトの終了時点までに提言の準備を整える
必要がある。

プロジェクトで実施したDONRE職員の研修は、参加者のニーズにマッチしており、水環境管理に関す
る基礎能力向上、情報の更新、日本の事例共有といった面で効果があり、研修後に同研修参加者の所
属する地方省の一部（タイン・ホア省、タイ・グェン省、バック・ニン省、ハイ・ズォン省）から、
プロジェクトに対し、当該地方省における特別研修コースの開催依頼があったことは、正のインパク
トの発現である。また、VAST（IET）に対する地方省の技術支援要請内容の傾向は、FGD調査でも確
認された。

また、VAST（IET）の学術機関機能を通してプロジェクトで実習した大学院生等関係者が、実習内容
を大学に報告し、それを受けた大学からVAST（IET）スタッフを、同大学の講師として招くという正
のインパクトが発現していることは、特筆に値する。

このように、現時点でも複数のインパクトが発現しつつある。さらに、水質モニタリング手法や標準
分析手法（SOP）の導入に関する提言やDONREに対するトレーニングプログラムに関する提言が実施
されれば、上位目標達成に大いに貢献すると考えられる。

（5）自立発展性

組織・制度面

MONRE傘下の水文気象センター（Center for Hydrometeorology and Environmental Station
Network）やCTC（Centre for Consultancy, Training and Technology Transfer）に対しては、対応
分野によっては現在以上の協議が必要になることが予想されるものの、VAST（IET）は省と同格の組



織であり、全ての省庁と関りを持ちやすい。ベトナム国家大学（ハノイ校）の環境関連部門とも協力
協定を結んでいるなど、その他の関連組織とも連携がとりやすい組織である。また、プロジェクト開
始後、VAST（IET）は拡大し、スタッフの数も増加傾向にある。VAST（IET）は、知名度の高さと待
遇を保証していることから自己の都合で転職する人が少なく、スタッフの定着度は高く、組織・制度
面からみた自立発展性は高い。

財政面

VAST（IET）の予算状況は次の通りである。

表：VAST（IET）年間予算の推移

年度
年度予算 合計

（百万ドン）
合計
（百万円）政府から その他の組織から

2003 2,390,6 2,819,6 5,210,2 38,5

2004 5,957,3 4,929,0 10,886,3 80,5

2005 11,980,6 5,767,7 17,748,3 131,2

2006 12,517,3 ― 12,517,3 92,6

（注1）換算レート（2006/06/05）：1 Vietnamese Dong ＝0.007395 Japanese Yen

（注2）「その他の組織から」：委託事業による収入。今年度の収入は未定。

この予算は、必要人件費を含んでいるものの、プロジェクト関係者によると、活動継続に十分な額で
あり、プロジェクトで投入した機材も適切に運営管理されると考えられる。今後は、さらに委託業務
による収入を増やし、投入機材の維持管理だけでなく、自ら必要機材を買い足して行けるよう善処す
べきである。予算規模と予算傾向から、概して、VAST（IET）の財務状況は良好であり、プロジェク
トの活動の継続の観点からみて、自立発展性の見込みは高いといえる。

技術面

18（内12が水分析関連、6が排水処理関連）の主要分析機器に関して、C/P機関は、自らのイニシア
チブで分析機器ごとにワーキンググループを作り、機器の構成や機能、測定原理や操作方法を研究・
習得し、その結果を研究レポートにまとめた。この研究レポートの内容は、執筆者によって、VAST
内部のプロジェクト評価委員会で報告され、一部が審査を終えている。このように、C/P機関の参加
度、オーナーシップの意識は強いといえる。

また、モニタリングデータの信頼性向上のために、VAST（IET）独自予算で、ラボラトリーの品質保
証／品質管理に関する外部講師を招聘した内部研修コースを開催しており、自己の能力向上に努めて
いることは、自立発展性の萌芽であるといえる。

このように、プロジェクトで供与した機材とそれに基づく技術を、ベトナム側は積極的に吸収してい
る。高度な分析機器は、運転と保守管理に多額の費用を必要とするが、C/Pの「VAST（IET）のラボ
ラトリーを国家的なラボラトリーにしたい」という発言にもあるように、VAST（IET）がベトナムに
おける環境技術の最高組織であるという自負心の下に、そのために必要な費用を確保し、精度の高い
データを作るという認識を十分に持っている。年度予算も年々増加傾向にあり、十分自立発展的であ
ると考えられる。

3-3 効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

ベトナム科学技術アカデミー（VAST）は、各省レベルの権限を持つ中央政府（首相）直轄の機関で
あり、各関係省庁への技術的な提案が可能である。さらに、VAST（IET）は、環境管理に関する技術
の研究・開発だけでなく、コンサルテーション、エンジニアリングサービスなどの技術普及、学位授
与等の機能を持っており、プロジェクトを通して得られた技術・知見を広く社会に還元することが可
能であった。



（2）実施プロセスに関すること

VAST（IET）のスタッフの研究者としての能力は、非常に高く、実際、中堅スタッフの多くが博士号
を取得している。加えて、ベトナムトップクラスの研究機関であるという意識も高く、新しい技術の
習得に熱心である。3年という期間で目標が概ね達成されたのは、C/P個々人の能力や技術習得に対す
る積極性に寄るところが大きい。

3-4 問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

ベトナムでは環境政策を所掌するMONREと、環境技術研究機関であるVAST（IET）が並列的に存在し
ており、本プロジェクト形成時から、両機関の連携は重要な課題として意識されてきた。今後は、ベ
トナム政府の環境改善に関する施策強化に伴って、MONREを初め、MONRE付属の研究所等、関連機
関との具体的な環境活動に向けてのさらなる関係強化、連携強化が重要になってくると考えられる。

（2）実施プロセスに関すること

水分析や排水処理の長期専門家の派遣が遅れるなど、日本人専門家の不在期間が生じた。また、供与
機材の現地調達に関しては、購入予定機材の多くが輸入品であったため、資金規模が小さく、経験の
少ないベトナム国内の業者が、入札に迅速に対応し、かつ計画通りに納品することは非常に難しい状
況にあり、納品までに予想以上の時間を要した。このように、当初、プロジェクトの効率性に問題が
見られたことは事実である。

3-5 結論

5項目評価の結果に見られるように、本プロジェクトは概ね順調に進捗しており、終了時の2006年
10月までには、当初の目的を概ね達成することができると考えられる。したがって、本プロジェクト
はR/Dに記載されたとおり、2006年10月末に終了することとする。

プロジェクトを通して、VAST（IET）はベトナムの水環境管理上の課題を正確に把握し、水環境管理
に応用が可能な基礎技術能力（モニタリング、対策、行政貢献）を身に着けたと結論される。

JICA専門家チームの努力に加え、ベトナム側の積極性やオーナーシップの強さが本プロジェクトの順
調な進捗の大きな要因として特筆される。

今後、本プロジェクトの上位目標の達成、そしてその結果として現れるベトナムの水環境の改善に向
け、ベトナム側の更なる努力が期待される。

3-6 提言

（1）基礎的な技術能力の確認と質の改善

本プロジェクトは、まず基本的な能力を向上することが主目的であり、各々の指標から見て、本プロ
ジェクトはほぼ目的を達成しつつあるものと考えられる。しかし、一方で、各々の成果品の質は、今
後、ベトナムが自立的に環境モニタリング、分析、調査研究、政策提言を行っていくためには、必ず
しも満足すべき水準にはないものもあり、もう一段の能力向上のための努力が不可欠である。少なく
ともプロジェクトの残りの期間において、水質モニタリング標準手法の開発・提出や排水処理実験の
実施など、残された課題を完結させるとともに、JICA専門家の知見等をさらに吸収し、各々の成果の
質の更なる向上に努めていくことが重要である。

（2）適切な機材の管理と将来計画

本プロジェクトでの機材は新しいものが多く、現在のところ適切に活用されていると認められる。こ
れら機材の維持管理について、ベトナム側がしっかりと維持・管理計画を作り、予算を確保すること
はもちろんであるが、同時に機材の拡充や将来の更新をも見据えた計画を検討していくことが重要で
ある。さらに、今後VAST（IET）が拡充していく中で、現在のような優秀な人材の確保は最重要の課
題のひとつであり、今後とも適切な人材の確保・活用を確実に行っていくことが必要である。



なお、現在、VAST（IET）の建物が建設中であるが、新庁舎完成の際には、ベトナム側が責任を持っ
て機材の移設を行うものとする。

（3）関係機関との連携強化

ベトナムでは環境政策を所掌するMONREと、環境技術研究機関であるVAST（IET）が並列的に存在し
ており、本プロジェクト形成時から、両機関の連携は重要な課題として意識されてきた。

本プロジェクトは研究のための研究を支援するものではなく、ベトナムの水環境の改善に実質的に貢
献することを最終目的とするものである。したがって、VAST（IET）は、MONREやDONREを中心と
する地方行政機関に加え、民間企業や大学等多様なアクターに対して積極的に働きかけ、実際の水環
境問題への対応に協力していくととともに、こうした諸機関の能力向上にも資する連携を強めていく
ことが強く望まれる。さらに、こういった事業実施や現場からのフィードバックを通し
て、VAST（IET）の実践的な技術能力を向上させ、ノウハウを蓄積していくことが重要である。

（4）地方天然自然環境部（DONRE）への支援の強化

上述の関係機関の中でも、今後のベトナムの水環境管理を直接担うのは各地域のDONREである。現在
DONREの能力は地域ごとに大きな格差があり、また全体として十分な能力を有しているとはいえな
い。将来のベトナム水環境の改善のためにはDONREの能力強化が不可欠であり、すでに高い環境技術
能力を有するVAST（IET）がDONREの能力強化に果たす役割は大きい。MONRE及びその他の関係機
関と連携したDONREの技術能力強化は、今後のVAST（IET）の重要な役割であると考えられる。

3-7 教訓

（1）プロジェクト実施のタイミングの的確さ

ベトナムでは急激な経済成長にともなう環境問題の深刻化を背景に、2002年8月の省庁改変により
MOSTEから環境行政機関としてMONREが誕生し、また、ほぼ同時期に、NCST（現VAST）の傘下に
環境分野にかかる研究機関としてIETが誕生した。このように、ベトナムが深刻化する環境問題に直面
し、それに対応する体制が生まれつつある、まさにこのタイミングで、本プロジェクトが立ち上がっ
たことは、本プロジェクトの成功要因のひとつとして挙げられる。これにより、ベトナム側のニーズ
に直結した援助が行われ、結果としてベトナム側のオーナーシップの強いプロジェクトが誕生したも
のと考えられる。

（2）優秀なC/P機関の選定と人材の確保

VASTはベトナムでは最高峰に位置づけられる首相府直轄の国立研究機関であり、その技術レベルは
ベトナムの中では最も高いといえる。したがってプロジェクトの主なC/PであるVAST（IET）職員の
知識・技術能力は高いレベルにあり、かつベトナムの環境問題に対する意識も高い。さらに、サンプ
リングや分析機器の維持管理なども自ら実施するなど、技術協力のC/Pとして高い適格性を有してい
たと考えられる。それに加え、VAST（IET）の組織としての能力も高く、本プロジェクトのサポート
もしっかりと行われている。こうしたプロジェクト実施機関としての能力、やる気が本プロジェクト
の成功につながったものと考えられる。


